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0. はじめに
1980年代は教育界にいくつかの新しい分野の萌芽がみられたが、本稿で扱う開発教育もそのひ
とつである。 本稿は新しい教育分野である開発教育の高等学校教育への導入に当たってどのよう
な課題があるかを整理したものである。 第1章では開発教育の特徴として、開発教育の考え方を。
まとめた第2章では、主として、開発教育と内容面でもっとも関連の深い社会科を中心に導入上
の問題を検討し、第3章では学校行事での実践例を紹介し、第4章で開発教育が現在の高等学校
教育の現場で普及してゆく際の課題を考察した。
1 . 開発教育の特徴
1 - 1 開発教育の概念
開発教育(DEVELOPMENT EDUCATION)という言葉は、1960年代後半から主として西欧諸国やILO, 
UNICEFなどの国際機関が使用を始めた用語である*I)
1970年代の「国連開発の10年」計画の中で設置された国際連合合同情報委員会は1975年に開発
教育を次のように定義している。 「開発教育の目標は人々を自らが属する社会、国家、そして世
界全体の開発に参加できるようにすることである。 参加のためには、社会的、経済的、政治的諸
問題の理解に基づいて、地域の、国家の、そして世界全体の状況をはっきり認識していなければ
ならない。 開発教育は工業国、発展途上国のそれぞれにおける人種、人間の尊厳、自立、社会正
義の問題と結びついている。 低開発の原因や開発の意味するものへの理解の促進、そして、新し
い国際経済秩序の研究方法とも関連している。 * 2) 」
また、1982年、 日本で結成された開発教育協議会の定義では、「開発教育はこれから21世紀に
かけて早急に克服を必要としている人類社会に共通な課題、つまり低開発についてその様相と原
因を理解し、地球社会構成国の相互依存性について認識を深め、開発を進めてゆこうとする多く
の努力や試みを知り、そして、開発のために積極的に参加しようと言う態度を養うことをねらい
とする学校内外の教育活動* 3) 」となっている。
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「開発教育」(DEVELOPMENT EDUCATION)で言う開発とは南北問題の多様性を考慮にいれたはば
広い意味での開発である。すなわち、経済問題、特に工業化の成立に限定するのではなく、ある
社会における、政治、経済、社会、文化における発展をさす。そして、低開発の問題を発展途上
国の国内問題と捉えるのではなく地球上の国々か相互に深く関わって形成されている問題てある
という認識に立っている。また、日本において開発教育は、発展途上国における開発のための教
育(EDUCATION for DEVELOPMENT)と区別し、先進国の人々を対象とした教育をさす。
開発教育は国際理解教育あるいは国際教育の一分野とする考え方かあるが、開発教育は上述し
たような価値に力点を置く点、問題解決へむけてのダイナミックな目標を掲げている点に特徴が
あり、それが国際理解教育との相違点である。
1 - 2 開発教育の思想的展開
開発教育の実践は西欧の海外開発協力団体による社会教育の場から始まり、その後、学校教育
の場でも取り上げられるようになった。
日本ではじめて開発教育という考え方か紹介されたのは、1979年に行われた第1回開発教育シ
ンポジウムからである。この年は国際児童年であり、またインドシナ難民問題か深刻化し、日本
の民間の開発協力活動が盛んになった年でもある。1982年に民間の海外開発協力団体やキリスト
教系の団体が中心となって開発教育協議会が発足した。日本における開発教育の実践は、やはり
社会教育の場から始まった。学校教育の場での実践は、次第に広かりを見せてはいるが、学校の
教育課程の中に体系的に導入される段階にはない。
欧米で開発教育が提唱されてから30年が経過したが、この間、開発教育は思想的な展開を見せ
ている。室によれば、開発教育はこれまでに 3つの時代を経ている。1960年代においては発展途
上国の低開発の実態を教えることに目的があり、これらの教育は「あわれみ」や「チャリティ」
の感情をかき立てるばかりであるとの批判がなされた。1970年代に入ってからは、低開発の原因
を追求する中で、低開発の原因が先進国にもあるという認識が生まれた。この認識に埜づいて低
開発の問題への批判的な態度と問題解決への態度が養成される教育が考え始められたという。19
80年代に入ってからは、人口爆発、資源の枯渇、環境破壊の深刻化から「開発」は人類全体か協
力してその途を探るべき問題となってきた。このため、開発教育は人類全体の生存の途を探る教
育という認識に変わってきたり）。しかし、同時にこのころから開発教育に対するさまざまな考
え方が生まれてきた。 例えば、南と北の関係を開発といら側面にのぢ注目するのではなく、南の
持つ文化的豊かさにも注目する異文化間教育に近い立場がある。また、人口問題、食糧問題、南
北問題、環境問題、平和等の地球的規模の問題(GLOBAL ISSUES)に関わる教育活動すなわち環境
教育、開発教育、国際理解教育、平和教育などをGLOBAL EDUCATION (地球市民教育）という概念
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の下にまとめるような発想も生まれてきた。
日本国内では、民間のさまざまな研究会か地道に活動を行っており、また1983年には国立教育
研究所に金谷敏郎を中心とする開発教育カリキュラム研究会が発足した。
2, 高等学校社会科への開発教育の導入
高等学校社会科への開発教育の導入について、 はしめに教育目標に関わる点、 次に内容領域の
課題、最後に方法について検討した。
2 - 1 教育目標
社会科の目標は学習指導要領によると「広い視野に立って、社会と人間についての理解と認識
を深め、民主的、平和的な国家・社会の有為な形成者として必要な公民的資質を養う。 」となっ
ている。 社会における公民的資質とは、国家・社会の成員として求められる知識・理解、能力、
関心、 態度のことであり、特に「国民主権を担う公民の育成」にその目標かおかれている。
一方、開発教育の目標については、さまざまな意見があり、前述した国連合同情報委員会や開
発教育協議会の定義の他に、例えば、国立教育研究所開発教育カリキュラム研究会ては開発教育
か意図するところとして「第一に発展途上国の総合的理解をはかること、特にそこに生きる人々
の生活、文化、社会などの理解を深めること。 第二に、低開発国の諸様相とその原因についての
理解をはかること。 第三に、 さらに、これらの諸様相を克服し人類社会の均質な発展をめざす態
度を養うこと。 」をあげているバ）。 これらと1 - 2で述べた最近の思潮もふまえて、社会科の
目標と対比しながら、開発教育の基本的な目標を4点考えた。 第ーは開発教育では「社会」の概
念を国家をこえた地球全体（宇宙船地球号）とするが、このために、 基本となるのは①地球市民
意識の育成である。 すなわち、文化的背景を異にする人々への理解と同じ地球に居住する者とし
ての共感をもつことである。 第二に社会科における「広い視野」は開発教育においては②地球的
な視野(GROBAL PERSPECTIVE)を持つことである。 すなわち、社会の事象を地球を一つのシステ
ムとして捉える思考の枠組みを持つようになることである。 第三に「社会と人間についての理解J
とは開発に関する多様な側面への理解に対応し、そこでは、ます、③学際的思考方法の習得が必
要である。 そして、第四に社会科の公民的資質の育成という言葉の持つ、積極的でダイナミック
な性質は開発教育においても強調される（④問題解決へ向けての積極的な態度の育成）。
これらのうちでもっとも重要なものは①である。GLOBALISSUESの解決には世界の人々との共
感ということが前提になる。 しかし、地球市民としての共感を実感の伴ったものにするためには
多くの努力を必要とする。 文化的背景を異にする人々との接触が少なかった日本人は、異文化に
対する偏見や蔑視への自覚が薄く、接触が増加する中で、差別的な態度が形成されたり、指摘を
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うけたりしている。 この目標は今なお、国内の様々な差別問題を解決できない日本社会において
は重要な課題となろう。 差別や蔑視の形成を考えると地球市民意識の育成は発達段階の初期から
始めなければならないが、高等学校の段階までに、実践がなされない現状ならば高等学校におけ
る実践は責任か重くなる。 なお、この、発達段階の特色として、感受性の高い青年期に出会った
人との共感か人格形成に大きな影響を与えることか期待できる。
次にこれらの基本的な目標に立って、開発教育はこれまでの社会科にはなかった知識理解と思
考を求める。 4つの基本目標の下に具体的な5つの目標を考えた。
開発教育において、人類の発展、進歩に関して、⑤南の国々の低開発の問題は今後深刻さを増
し、 その解決は切実なものとなることを理解し、また、⑥南と北の国々は相互に依存しあってお
り、 南の国々の低開発の原因はその国の国内問題ではなく国際経済秩序のあり方に求められるも
のであるとの認識が求められる。 また、⑦限りある地球の資源と破壊の続く環境に対する配慮が
必要となる。 そして、⑧物質的な豊かさを過度に重視した発展の考え方について批判し、真の豊
かさとは何かを考えてゆかねばならない。 これら4点を合わせて「持続的な開発に関する知識と
理解」としてまとめることもできる。
最後に倫理的な分野では「自己と社会」という関係あるいは、「社会と人間」という世界観が
「人間 ー 自然生態系」という新しい世界観に置き替わる。 そこでは、 真の豊さの探究と同時に⑨
地球でともに生きる他者の存在をどう捉えるかがテ ー マとなろう。
2 - 2 教育内容における課題
2-2-1開発教育導入にともなう新しい内容領域
社会科は、そもそも対象領域を幅広くもっており、新しい社会的な事象を柔軟に受容してきた。
したがって、内容的には開発教育、環境教育、国際理解教育、異文化間教育が扱っている内容を
吸収することに問題が少ない。
開発教育か扱い、日本の社会科教育がこれまで重点的に扱ってこなかった内容は、南の国々に
関する内容、文化に関する内容、そして環境に関する内容等である。 これらの内容は、さまざま
な立場から指摘がなされてきたので、近年、導入が進んでいる。 現代社会における環境問題の扱
いや文化の扱いもそのひとつである。 しかし、これらの内容を開発教育の目標に照らして体系化
することが課題として残されている。 さらに、これらの内容について教材研究は最近活発化して
いるが一層の蓄積が必要である。
一方、社会科教育は多くのトピックを抱えており、内容の肥大化が批判され、内容の精選が課
題となっており、単純にこれらの内容の追加を主張することでは問題は解決しない。 また、高等
学校教育の性質上、生徒に教科や内容の選択権はほどんどないので、開発教育のみをことさら取
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り上げることは敬遠される。
2-2-2内容としてのGLOBAL ISSUESの扱い
内容の選択に次いで題となるのは、新しい内容の扱い方である。 GLOBAL ISSUES に関わる敦
育実践の問題の一つは、GしOBAL ISSUESかその原因や解決方法が今も見いだせ得ないような問題
であり、これをどう教えるかという問題である。定説の存在は教育内容の質の向上と科学性を維
持するために必要ではある。しかし、GLOBAL ISSUESは定説の確立を待ち、手をこまねいている
うちに危機的な状況へと進行して行く特徴を持っている。そこには教材をつくる発想の転換が必
要である。GLOBAL ISSUESの扱いは、問題の実態を詳細に知ることと問題解決のプロセスと取り
組みを知ることか大切となるか、新しい発想の教材開発は今後の課題である。
この他、開発教育の内容の検討の多くは教育方法との関係が深いので、次に述べる。
2 -3 開発教育の方法と社会科
2-2-2では、内容領域について考えてきたが、次に開発教育で重視される教育方法に関して学
際性が重視される点と経験的な学習が重視される点を検討する。
2-3-1学際性の重視
GLOBAL ISSUESの解決にあったっては学際的な取り組みが必要である。問題が大きくなり、社
会のシステムも複雑化している中で、細分化された科学の分野を横断したような取り組みが必要
になってきたのである。今日は専門性と学際性の追求が両立しなければならない時代である。
そのなかで、GLOBAL ISSUESを扱う教育分野では学際的な教材開発が必要でり、学際的な探究
をする能力を生徒に育てることか必要になる。
もともと社会科は、学際性を目指してできた教科であった。しかし、現在の高等学校の社会科
は事実上各学問領域に細分化された「科目」によって教育が実践され、新学習指導要領では地歴
科と公民科に分割した。
学問領域への細分化の背景には専門性の維持という課題があり、それは高校教員の質の向上に
も関連がある。また、経験主義への批判から、 知識理解面を重視する傾向がでてきたためでもあ
る。
社会科は開発教育にとって本来、よい土壌を提供してきたはずであるが、開発教育で重視され
る学際性において、今日うまく運用されていない。
このことは高等学校社会科の教員養成段階から見られる傾向であるので、開発教育の普及のた
めには本学の教育研究科のような教育機関において学際性を考慮した「社会科」の教員の養成が
望ましい。
2-3-2 経験重視の教育方法
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知識のみの開発教育は1960年代の「あわれみ」と「チャリティ」の感情を助長させるものに逆
行する。 これについて、 金谷は、 FAOとユネスコによる開発教育の研究報告の内容を評して
「第三世界の諸国といわゆる南北問題についての知識学習たけては、 開発教育として不十分であ
って、 児童生徒をして、 学校内外の不平等に気づかせ、 態度を変えさせてゆくものにまで広かる
ものでなければならないとしているのである。* G l」と述べている。
そこで、 開発教育などGLOBAL ISSUESを扱う敦育分野では教育方法の改革か主張されることか
多い。 特に問題解決を指向するために、 調査、体験、 文化的背景の異なる人々との直接接触なと
に重点が置かれている。 直接的な経験の他に模擬的な体験のためのさまざまな手法も開発されて
いる。
このような態度の養成に経験的な学習が強調される考え方の起源は、GROBAL ISSUESの解決の
現場の方法を反映している。 教育論ではなく、 現実の問題解決の場から実効ある方法として提唱
されているものではないだろうか。
直接接触や体験学習は高等学校教育の現場では除外されてきた経緯かあるので、 導入に当たっ
ては、 社会科の今日までの議論を参考にし、 初期社会科等に対して行われた経験主義への批判も
生かして見る必要がある。 体系性や知識理解面でのバランスを失わずに、 小中学校より進んだ段
階の実践を創造してゆくことが今後の課題であろう。
2 - 4 他の教科、 教科外での導入
これまでみてきたように、 開発教育の内容を社会科が吸収してゆくことは論理的には可能であ
るが、 実践では困難である。 そこには、 他教科と連携することによって、 克服できることも多い
。 地球市民としての意識をもっためには異文化への理解か必要であるか、 音楽、 美術、 書道な
どの芸術科、家庭科、 体育科において、 豊かな可能性が広がっている。
また、 社会の発展を考えるとき環境への配慮は不可分であるが、 理科の環境教育の実践を社会
科と連動させてゆくと開発教育に深みかでよう。
英語科はもっとも国際化に興味ある教員が揃っている教科である。 近年の教科書には環境問題、
南北問題などGROBAL ISSUESを扱ったものが増えているようである。
教科外では部活動、 学校行事として取り組む学校が増えている。 教科の中に導入することか敬
遠されるとき、新しい教育内容は教科外で試行されるようである。 しかし、 これは単発的なもの
になりがちであり、 体系化されたプログラムの中で位置づけることか望ましい。 なお、 筆者の勤
務地である、 神奈川県においては、 神奈川県国際教育研究協議会において、 学校では単独で開催
できないような交流的な行事を県内の高校の教職員が企画しており注目される。
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3. 学校行事の実践例
3 - 1 インドシナ青年との交流会の実践
ここでは、1990年1月、前任校である横浜市にある神奈川県立荏田（えだ）高等学校で行った
インドシナ定住者の高校生と生徒、敦職員との交流会の実践を紹介しながら、高等学校の現場で
の実践上の課題を考える。 交流会は主催は社会科か行い、全校から参加者を募集し教職員15名、
生徒約20名か参加し土曜日の放課後に行った。 内容は、招待した市内の高校に在籍中のカンボジ
ア人生徒2名から体験談を聞き、後半はカンボジ了のケ ー キを食べたり、 ビデオを見ながら懇談
するというものであった。
2人は難民としてカンボジアの戦火をくぐり抜け、国境を越えてタイヘ入り、難民キャンプで
生活し、 来日した経歴をもっている。 生徒たちにとって同世代の二人の戦争体験は一種のショ ッ
クであった。 また、 定住者の家庭では子供達はカンボジア語を忘れ、大人達は日本語をマスタ ー
しきれないでいる中で、家族の中でコミュニケ ー ションがとれないという問題など興味深い話も
聞いた。 話を聞いた後の懇談では、なごやかな雰囲気が生まれ、生徒達だけで時間をすごした。
体験談を聞いた生徒の中には同情論もあったが、2人の精神的な力強さに心を打たれる者も多か
った。 参加したカンボジア人生徒達は同世代の人の前で自分の体験を話すことは始めてであった
が、話す機会が得られたことに意義を感じていると語ってくれた。 また、教職員、生徒の感想は
同様の行事を今後も行いたいという者が多かった。
この交流会当日までに、構内でさまざまなキャンペ ー ンが行われた。 教科としては事前に勉強
会を2回持ち、 インドシナの歴史、難民問題の概略を説明した。 これとは別に、分掌の図書視聴
覚部が独自に12月と 1 月をアジア 月間に指定して、図書の購入と展示、映画「キリングフィ ール
ド」の上映、写真パネル展の開催などを行って、雰囲気を盛り上げた。
この実践は、1989年の「偽装難民」の漂着問題を、どのように捉え、生徒に還元するかという
検討から始まった。 難民問題について、またカンボジアの内乱の実態について詳しく教えるべき
であるとも考え、 勉強会を開き、 図書の購入や映画の上映も行われたが、 いろいろ工夫しても、
「日本に生まれて良かった、外国には悲惨なところもあるので助けたい。 」といった感情を形成
してしまうのではないかという危惧があった。 そこで、この交流会では、インドシナ定住者と実
践校の生徒が直接出会い、親しくなるということに重点をおいた。 これが、開発教育の目標の基
本である、同じ地域、そして地球に生きる仲間としての意識を持つということに、すこしでも近
づけるような経験としたいと考えたからである。
定住難民を高等学校に招いた例はこれが始めてでなく、また神奈川県内の多くの高等学校が定
住難民を生徒として受けいれている状況があるので、この実践は画期的な出来事であった訳では
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ない。 また参加生徒か20名というのは少ないではないかという意見もある。 ただ、 開発教育の導
入について、 この実践から学んだことはその準備の過程にあったと考えている。
3 - 2 交流会の実施までの経緯
この実践は赦科主催の授業外の行事として行われた。 学校現場ては、 生徒の有志を散職員が学
校外の集会等に引率、 参加することや教戦員個人か学校内の企画の主催者になることか好まれな
いことを考慮した結果である。 しかし、 新しい行事を行うには煩雑な手続きを要する。 人選から
資料提供などさまざまな面で協力をお顧いした定住難民へのボランティア活動を行っているNG
0 (非政府機関）について、 政治性、 営利性への誤解を解く必要かあった。 この他にも、 会の趣
旨、 予算の出所なとをはっきりさせ、 いろいろと根回しもしなければならなかった。 その上で、
社会科の教科会で教科主催の了承を博て、 職員会議での了承、 蒼理職の理解を得る必要があった。
このような手続きの煩雑さや慎重な姿勢は、 公教育の責任に基づくものである。 しかし、 新しい
実践の導入のボトルネックになることも同時にある。 教職員か煩雑さ故に実践に対して消極的に
なるからである。
その一方で、 交流会などの行事は、 高等学校教育に開発教育を導入するときに、 このような手
続きを踏むことによって、 授業実践にはない積極的な役割をはたせることも実感した。 第一に一
連の手続きは、 他の教載員へのPRになる。 筆者の印象として学校のスタッフの中で、 国際交流
や第三世界の問題への関心は高い。 ただし、 教職員の集団の中では、 お互いの教育内容や教育方
針に不干渉なことか多く、 話題となることは関心の高さに比べ非常に少ない。 個人的な授業実践
は可能だが、 同時によい実践か普及してゆかない原因にもなる。 したがって、 根回しする中で、
あるいは職員会議の中で、 初めて、 いろいろな先生の話を聞くことができたわけである。 第二に、
このような手続きによって企画の規模を大きくし、 多くの教職員の参加につながるという意義が
ある。 特に前述の図書視聴覚部の協力である。 図書視聴覚部の行った「アジア月間」のキャンペ
ー ンは依頼したのではなく、 全く予想していなかったことであり、 主催した社会科の勉強会より
もはるかに内容豊富であり、 学校全体を盛り上げた。 このようなことは、 学校という社会ではな
かなか起こらないことのように思えた。 これも企画を学校レベルに広げたからこそできた収穫て
あった。 そして、 最後に、 このような手続きを経た学校レベルの行事か、 その学校での開発教育
の定着へつながる効果を持つのではないかという印象をもった。 特に公立学校では転勤か多いと
いうことで、 できるだけ多くの教峨員が企画段階から開発教育的な実践に参加することがなけれ
ば、 その学校には定着してゆかない。 そして、 いったん学校行事として成功をみれば、 例えば、
国際交流関係の部活動や毎年恒例の行事に発展するきっかけにもなる。 実際、 4月に入って荏田
高校ではこの交流会への参加生徒が自発的に「国際交流サ ー クル」という同好会を結成した。
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3-3 NGOとの関係
この交流会は、 JVC神奈川（日本国際ボランティアセンタ ー ）の協力で実現した。 今後、 開
発教育を普及させてゆく場合、 教材の提供やその他の情報を入手する先として外部の組織との協
力か必疫になって来ると思う。
今回は、 NGO (非政府機関）という学校か慎重になりかちな組織の協力で行い大きな問題も
なく実施できた。 また、 NGO側の協力も非常に好意的であった。 前述の通り、 NGOの政治性
や営利性への誤解をとく際は、 苦労することもあった。 しかし、 これもNGOへの理解を深める
という意味もあると考えると重要な事と思われる。
3 - 4 高等学校の多様性
実践校は比較的進学率の高い学校てある。 高等学校教育への開発教育の導入と一言ていっても、
高等学校の教育環境は差異か大きく、 実践の一般論は限界がある。 それぞれの学校の個性に見合
った実践を築いて行かなけれはならないのは小中学校と異なる点である。
4. 開発教育導入の課題
開発教育を高等学校教育に導入する際その受け皿の中心となるのは社会科てある。 開発教育の
目標には社会科の目標と共通性かあり、 また、 社会科の目標を拡大した形で吸収することかでき
るものである。 内容についても同様のことかいえるか、 文化的な内容や環境問題に関わる部分は
他教科との連携か必要である。 また、 一層の教材研究か必要な段階でもある。 方法については、
経験主義的な方法については長年社会科て議論となってきた問題であるので、 開発教育を実践す
るに当たって先行の経験として生かせるものがある。 と同時に開発敦育が提唱する方法には社会
科の実践者から批判が行われることが予想され、 それに応えてゆかなければならない。
しかし、 本研究の結論として、 開発教育の導入上の課題は教材研究などの遅れや新しい内容の
導入にあるのではなく、 むしろ、 実践現場での問題か大きい。 原因や解決方法に定説がないGLOB
AL ISSUESの扱い、 また経験主義的な手法をとるために現在の受験体制に適しないため、 社会や
現場の支持か得られないおそれがある。 また、 開発教育は学校の教育課程の中に体系的に導入さ
れる段階にはないわけで、 知名度が薄く、 また、 現場の対応として慎重な姿勢をとられやすい。
国際交流に輿味を持つ教師は多いか、 南北問題、 低開発の問題について、 他の多くの教育テ ー マ
よりも高い優先順位を置くほどの切実感が得られないかもしれない。 こうして、 一部の教員によ
って開発教育的な実践を行ってゆくわけであるが、 公立学校では転勤かあり、 一つの学校への定
着か難しい。
これらの課題は、 高等学校において、 一人の教員の授業実践や授業外の単発的な行事にとどま
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っていた開発教育をより普及させ、 体系的に実践してゆく時に重要である。
最後に導入の初期段階に際して一つの有効な方法は交流会なとの行事を行うことであるという
印象を持った。 手続きさえ踏めは実施可能てあるし、 毅職員に対してもPR効果かあり、 実践校
へ定着してゆくきっかけとなるからである。
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